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国税庁は、約10年後の「税務行政の将来像」を公表

した。これは、ICT・AIの活用による納税者の利便

性の向上と税務行政のスマート化を図ることが目

的。その実現に向けては、e-Taxの使い勝手向上等

を通じた申告・納付のデジタル化の推進により、納

税者の利便性向上とともに、データ基盤の充実を図

り、AI技術等を取り入れながら、税務行政のスマー

ト化に段階的に取り組んでいくとしている。

納税者の利便性の向上では、(1)マイナポータルを

通じて、納税者個々のニーズに合った「カスタマイ

ズ型の税情報の配信」、(2)メールやチャットなどに

よる相談・回答、AIを活用した相談内容の分析と最適な回答を自動表示する「税務相談の自動化」、(3)確定申告や年末調整に係る

情報のマイナポータルへの表示による手続きの電子化、国と地方への電子的提出のワンストップ化、電子納税等の推進など「申告・

納付のデジタル化」を目指す。

また、課税・徴収の効率化・高度化では、(1)「申告内容と財産所有情報との自動チェック」による申告漏れ等の迅速な把握、(2)是

正が必要な誤り事項等を納税者に自動連絡するなど、納税者等に電子メール等により接触を図る「軽微な誤りのオフサイト処理」、

(3)AIを活用したシステムによる、精緻な調査必要度判定や納税者への最適な接触方法と要調査項目、優先着手滞納事案の選定等の

提示など「調査・徴収でのAI活用」を進める。
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税理士の

福岡事業部　佐藤大輔

最近、ICT・AI等の言葉をよく耳にします。税務行政も相談・調査にAIを活用する未来が近づいてきています。

相談にAIを活用することにより気軽に税務署等へ相談できるようになるかもしれませんが、調査にAIを活用さ

れると今まで手の及ばなかった税務調査、簡易な税務調査が行われることが考えられます。

しかし、AIを使用した会計ソフトも普及しています。納税者もAIを有効に活用することにより、人為的なミス

を減らすことができ、効率の良い事務処理ができるのではないでしょうか。



労働基準法における罰則とリスク対応

社労士の

変化を続ける労働法令に対応した組織運営は簡単ではありませんが、リスクマネジメントを怠り、ひとたびト

ラブルが起これば、組織に降りかかるコストは多大なものとなります。

渋々行うような後ろ向きな法令遵守ではなく、法令に沿った組織運営により、社員とその家族の満足度やモチ

ベーションを高め、経営効率・利益も同時にアップさせていく。働き方や個人の価値観などが益々多様化して

いくこれからの時代に求められているのは、リスクマネジメントに止まらない、組織を成長させる前向きな法

令遵守なのではないでしょうか。
社会保険労務士　前田慎介

労働法の中でも労働基準法に関する法令違反が多数を占めます。労働基準法に違反すると違法な労働を命じた管理職だけではなく、

企業も罰則を科せられるリスクが生じます。

よって労働基準法違反防止のために必要な措置や違反行為是正の措置を速やかに講じることにより罰則を回避する必要があります。

以下に主な労働基準法の罰則を示します。該当している、または該当している恐れがある場合は、即刻リスク解消に向けての対策

を講じる必要があります。
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